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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第28期中、第28期及び第29期中は潜在株式

が存在しないため、それ以前については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 3,265 3,579 3,657 6,977 7,364 

経常利益（百万円） 436 453 376 1,017 1,019 

中間（当期）純利益（百万

円） 
261 354 201 584 661 

純資産額（百万円） 5,758 6,144 6,294 6,133 6,334 

総資産額（百万円） 8,638 8,823 8,298 9,223 8,797 

１株当たり純資産額（円） 455.87 486.43 498.32 481.61 501.53 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
20.74 28.09 15.93 42.32 52.34 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 66.7 69.6 75.8 66.5 72.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
343 224 239 961 744 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△26 △75 401 △340 △14 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△352 △310 △338 △541 △879 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
983 940 1,260 1,103 957 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

364 

(127) 

407 

(136) 

437 

(141) 

383 

(124) 

411 

(136) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第28期中、第28期及び第29期中は潜在株式

が存在しないため、それ以前については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 3,264 3,564 3,645 6,975 7,334 

経常利益（百万円） 454 486 387 1,075 1,082 

中間（当期）純利益（百万

円） 
280 388 212 642 684 

資本金（百万円） 1,631 1,631 1,631 1,631 1,631 

発行済株式総数（千株） 13,295 13,295 13,295 13,295 13,295 

純資産額（百万円） 5,794 6,249 6,395 6,203 6,425 

総資産額（百万円） 8,671 8,919 8,393 9,285 8,873 

１株当たり純資産額（円） 458.67 494.74 506.30 487.18 508.71 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
22.19 30.74 16.81 46.91 54.23 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － 5.00 5.00 21.00 24.0 

自己資本比率（％） 66.8 70.1 76.2 66.8 72.4 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

350 

(127) 

374 

(136) 

420 

(141) 

355 

(124) 

380 

(136) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、また、事業部門別の区分に適さないことから従業員の総数

のみを記載しております。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 437（141） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 420（141） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

        当社グループにおける当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高3,657百万円（前年同期比2.2％増）、

経常利益376百万円（同比16.9％減）、中間純利益201百万円（同比43.3％減）となりました。 

    品目の売上高は次のとおりであります。 

    ＣＡＤソフトウェア関連の売上高（各種ＣＡＤソフトウェア売上高及びサポートサービス売上高）につきまし

ては、3,336百万円で前年同期に比べ2百万円の増加（前年同期比 0.1％増）となりました。また、ＣＡＤソフト

ウェア関連の全売上高に占める比率は91.2％（前年同期は93.1％）となっております。 

 製品ごとの売上高につきましては、建築ＣＡＤソフトウェアは1,810百万円で、前年同期に比べ142百万円の減

少となりました。減少要因としましては、国土交通省の「建築着工統計調査報告」にもありますように、改正建

築基準法の施行により、新設住宅着工戸数が大幅に減少したことによる外的要因が大きく影響していると捉えて

おります。 

 測量ＣＡＤソフトウェアは814百万円で、前年同期に比べ89百万円の増加となりました。増加要因としまして

は、都市再生事業関連でソフトウェアの導入が進んだことがあげられます。 

 土木ＣＡＤソフトウェアは509百万円で、前年同期に比べ47百万円の増加となりました。増加要因としまして

は、ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援統合情報システム）への対応に向けた市場のニーズが高いことに加

え、 「EX-TREND 武蔵」の体験版の配布を行ったことにより、市場への普及が図れたことがあげられます。 

 サポートサービスは203百万円で、前年同期に比べ 7百万円の増加となっております。        

 その他の売上高は、ＩＴソリューション事業、スクール事業などにより184百万円で、前年同期に比べ68百万円

の増加となりました。増加要因としましては、ＩＴソリューション事業における「One Click Counter（携帯端末

汎用対面調査・分析システム）」が7月に行なわれた、参議院選挙の出口調査で広く使用されたことがあげられま

す。 

    

品目別 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

増減 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

増減額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

製品             

建築ＣＡＤソフトウェア 1,952 54.6 1,810 49.5 △142 △7.3 

測量ＣＡＤソフトウェア 724 20.2 814 22.3 89 12.4 

土木ＣＡＤソフトウェア 461 12.9 509 13.9 47 10.3 

サポートサービス 195 5.4 203 5.6 7 4.1 

その他 116 3.3 184 5.0 68 58.7 

小計 3,450 96.4 3,521 96.3 70 2.0 

商品             

ハードウェア 129 3.6 136 3.7 7 5.8 

小計 129 3.6 136 3.7 7 5.8 

合計 3,579 100.0 3,657 100.0 78 2.2 



 (2）キャッシュ・フロー 

    当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）期末残高は、前中間連結会計期間末より320

百万円増加（前年同期比 34.04％増）で、 1,260百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とその主な要因につきましては以下のとおりです。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、239百万円（前年同期は224百万円の獲得）となっております。主な要因としま

しては、税金等調整前中間純利益362百万円、減価償却費126百万円の計上などによる増加と、法人税等の支払330

百万円による減少であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は、401百万円（前年同期は75百万円の使用）となっております。主な要因としま

しては、定期預金等の純払戻し565百万円による増加であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は、338百万円（前年同期は310百万円の使用）となっております。主な要因としま

しては、配当金の支払240百万円、短期借入金の返済98百万円による減少であります。 

  

  

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っていないため、該当事項はありません。 

品目名 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

建築ＣＡＤソフトウェア（百万円） 1,593 94.2 

測量ＣＡＤソフトウェア（百万円） 778 113.5 

土木ＣＡＤソフトウェア（百万円） 463 110.1 

その他（百万円） 122 197.8 

合計（百万円） 2,957 103.4 

品目名 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

商品     

ハードウェア（百万円） 148 115.4 

合計（百万円） 148 115.4 



(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 平成19年９月10日開催の取締役会において、株式会社マイゾックスの測量専用ＣＡＤに関する事業を譲受けること

を決議し、同日付で事業譲受契約を締結いたしました。当該契約に基づき、平成19年10月１日に事業を譲受けまし

た。 

 詳細は、『第５ 経理の状況 ２.中間財務諸表等 （１）中間財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）』に記

載のとおりであります。  

品目名 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品     

建築ＣＡＤソフトウェア（百万円） 1,810 92.7 

測量ＣＡＤソフトウェア（百万円） 814 112.4 

土木ＣＡＤソフトウェア（百万円） 509 110.3 

サポートサービス（百万円） 203 104.1 

その他（百万円） 184 158.7 

小計（百万円） 3,521 102.0 

商品     

ハードウェア（百万円） 136 105.8 

小計（百万円） 136 105.8 

合計（百万円） 3,657 102.2 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱リコー 584 16.3 652 17.8 

㈱建築資料研究社 343 9.6 400 11.0 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動としましては、新技術の基礎研究と新製品の開発及び既存製品の改良・改善を主とし

て行っております。研究開発は、当社の企画開発部、建築商品開発部、土木商品開発部及びＩＴソリューション事業

部において、建築分野、土木・測量分野を中心に推進しております。 

 当中間連結会計期間における各分野別の主な研究目的、研究成果及び研究開発費は次の通りであります。 

・建築ＣＡＤソフトウェア 

 建築分野におきましては、建築設計事務所、工務店、ハウスメーカーに向けた３次元建築設計システム

「ARCHITREND Z」を中心に、バージョンアップと新機能の開発を行いました。 

 平成19年4月に、すべての建築分野商品につき、マイクロソフト社より新たに発売された新ＯＳ「Windows Vista」

への対応版を発売しました。 

 「ARCHITREND Z」については、平成19年6月20日に施行された改正建築基準法への全面的な対応を中心に開発を行

いました。法令規則に明示すべき必須事項が図面に記入されているかをチェックする申請ナビ機能、各図面の更新情

報を一覧表示する更新日簡易チェック機能を追加し、Ver2.2としてバージョンアップいたしました。（平成19年7月

発売） 

 さらに、確認申請において厳しく審査される事になった図面同士の整合性をチェックし修正する機能、平成20年12

月に施行される建築基準法の４号特例廃止により木造住宅の確認申請で必須となる構造関係の図面や計算を強化しま

した。伏図を効率よく作成できる伏図アシスタント機能、構造部材の取り合いをチェックし３次元で表示・修正する

機能、壁や柱の直下率を計算し耐震性に優れた建物の設計を支援する機能を追加し、軸組計算、Ｎ値計算の機能強化

を施しました。さらに新構造計算プログラムにより構造計算を内包させて意匠と構造の完全融合を実現させると共

に、法改正で必要となった構造計算概要書にも対応いたしました。その他、ゲームコントローラで操作できる高速ウ

ォークスルー機能、間取りの家相チェック機能、外装シミュレーション、外構一括作成機能などを追加、その他120

項目以上の新機能、改良を実現し、Ver3として開発を行っております。（平成19年12月発売） 

 住宅営業支援システム「ARCHITREND Virtual House」については、部屋を自動判断して建具を入力するクイック建

具、複雑な形状を簡単に入力できるユニット屋根、ユニット天井などの機能を追加し、Ver7として開発を行っており

ます。（平成19年12月発売） 

 今後の予定としましては、建築分野各製品において各種バージョンアップと新規製品の開発を行います。以上の研

究開発費は125百万円となっております。 

・測量土木ＣＡＤソフトウェア 

 測量土木分野におきましては、測量設計業向けの測量計算ＣＡＤシステム「BLUETREND V」、土木施工業向けのＣ

ＡＬＳ対応土木システム「EX-TREND 武蔵」を中心に、バージョンアップと新機能の開発を行いました。 

 平成19年6月に、すべての測量土木分野商品につき、マイクロソフト社より新たに発売された新ＯＳ

「Windows Vista」への対応版を発売しました。 

 「BLUETREND V」については、宅地分割・開発計画業務を支援する新しいオプションプログラム「宅割り計画」を

追加し、Ver5.1としてバージョンアップいたしました。（平成19年6月発売） 

 「EX-TREND 武蔵」については、各都道府県で運用されるCAD 製図基準（案）対応や、図面の表題欄、出来形フォ

ーマット（700 種以上）を収録する等、各県対応を強化しました。その他、DXF/DWG、JWW/JWC 等の読込み精度を強

化し他社ＣＡＤとの親和性を向上、範囲指定読込みや縮尺計算機能、高精度での文字変換、操作性の向上など、各種

機能アップを施し、2006R22としてバージョンアップいたしました。（平成19年9月発売） 

 今後の予定としましては、測量土木分野各製品において各種バージョンアップと新規製品の開発を行います。以上

の研究開発費は92百万円となっております。 

 その他には、技術動向を見据えた、新技術の基礎研究等のための研究開発費が37百万円となっており、ITソリュー

ション事業でのシステム開発、サイバープロジェクトでのフィットネスマシンの製造、管理システムの開発に向けた

研究開発等、新規事業における研究開発費が92百万円となっております。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は348百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 13,295,000 13,295,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 13,295,000 13,295,000 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が664千株あります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日 

～ 

平成19年９月30日 

－ 13,295,000 － 1,631 － 2,861 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小林 眞 福井県福井市 3,492 26.27 

株式会社ダイテック 愛知県名古屋市東区主税町４－85 2,510 18.88 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１ 379 2.85 

小林 清子 福井県福井市 309 2.33 

小林 真一郎 福井県福井市 270 2.03 

グラフテック株式会社 神奈川県横浜市戸塚区品濃町503－10 240 1.81 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 224 1.68 

福井コンピュータ従業員持株会 福井県福井市高木中央1-2501 207 1.56 

山崎 喜由樹 福井県福井市 205 1.54 

株式会社福邦銀行 福井県福井市順化１－６－９ 176 1.33 

計 － 8,015 60.29 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100 株含まれております。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    664,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,627,100 126,271 － 

単元未満株式 普通株式      3,900 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数          13,295,900 － － 

総株主の議決権 － 126,271 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

福井コンピュータ株式会社 
福井県福井市高木 

中央１丁目2501番地 
664,000 － 664,000 4.99 

計 － 664,000 － 664,000 4.99 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,070 1,100 969 933 896 834 

最低（円） 983 933 900 870 744 778 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,835 1,755   2,017 

２ 受取手形及び売掛
金 

    1,074 1,019   1,236 

３ たな卸資産     133 80   103 

４ その他     135 153   210 

貸倒引当金     △6 △5   △7 

流動資産合計     3,172 35.9 3,002 36.2   3,559 40.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物   2,234   2,105 2,174   

(2）土地   993   1,003 1,003   

(3）その他   110 3,337 93 3,202 98 3,275 

２ 無形固定資産     153 153   152 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,366   1,103 1,001   

(2）その他   796   842 812   

貸倒引当金   △2 2,160 △4 1,940 △3 1,810 

固定資産合計     5,651 64.1 5,296 63.8   5,238 59.5

資産合計     8,823 100.0 8,298 100.0   8,797 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    42 30   37 

２ 短期借入金     603 －   98 

３ 前受金     885 994   907 

４ 賞与引当金     170 164   200 

５ 役員賞与引当金     22 18   50 

６ その他     747 650   1,023 

流動負債合計     2,472 28.0 1,859 22.4   2,317 26.3

Ⅱ 固定負債           

１ 未払役員退職慰労
金 

    145 145   145 

２ その他     62 －   － 

固定負債合計     207 2.4 145 1.8   145 1.7

負債合計     2,679 30.4 2,004 24.2   2,462 28.0

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     1,631 18.5 1,631 19.7   1,631 18.5

２ 資本剰余金     2,861 32.4 2,861 34.5   2,861 32.5

３ 利益剰余金     1,878 21.3 2,082 25.1   2,121 24.1

４ 自己株式     △365 △4.1 △365 △4.5   △365 △4.1

株主資本合計     6,006 68.1 6,210 74.8   6,249 71.0

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    134 1.5 74 0.9   77 0.9

２ 為替換算調整勘定     2 0.0 8 0.1   7 0.1

評価・換算差額等合
計 

    137 1.5 83 1.0   84 1.0

純資産合計     6,144 69.6 6,294 75.8   6,334 72.0

負債純資産合計     8,823 100.0 8,298 100.0   8,797 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,579 100.0 3,657 100.0   7,364 100.0 

Ⅱ 売上原価     606 16.9 694 19.0   1,320 17.9

売上総利益     2,973 83.1 2,963 81.0   6,043 82.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   2,493 69.7 2,614 71.5   5,061 68.8

営業利益     479 13.4 348 9.5   982 13.3

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取配当金   6   12 12   

２ 保険金収入   4   2 8   

３ 投資事業組合収益   －   4 7   

４ その他   7 19 0.6 16 35 1.0 43 71 1.0

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   3   1 7   

２ 支払手数料   2   － 12   

３ 投資事業組合損失   22   － －   

４ 投資有価証券売却
損 

  14   － 13   

５ 賃貸損失   －     4 －   

６ その他   3 45 1.3 1 7 0.2 1 34 0.5

経常利益     453 12.7 376 10.3   1,019 13.8

Ⅵ 特別利益           

 １ 投資有価証券   
売却益 

  － － － － 38 38 0.5

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※２ 3   0 6   

２ 投資有価証券売却
損 

  4     － 4   

３ 減損損失   －     13 －   

４ 事業整理損   －     － 19   

５ その他   － 8 0.3 － 14 0.4 3 34 0.4

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    444 12.4 362 9.9   1,022 13.9

法人税、住民税及
び事業税 

  206   133 588   

法人税等調整額   △116 89 2.5 27 161 4.4 △227 361 4.9

中間（当期）純利
益 

    354 9.9 201 5.5   661 9.0

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月24日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 1,631 2,861 1,838 △365 5,967 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △265   △265 

役員賞与（注）   △50   △50 

中間純利益   354   354 

自己株式の取得   △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

－ － 39 △0 39 

平成18年９月30日 残高（百万円） 1,631 2,861 1,878 △365 6,006 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差
額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 162 3 165 6,133 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）     △265 

役員賞与（注）     △50 

中間純利益     354 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△27 △1 △28 △28 

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

△27 △1 △28 10 

平成18年９月30日 残高（百万円） 134 2 137 6,144 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 1,631 2,861 2,121 △365 6,249

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △239   △239

中間純利益   201   201

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

－ － △38 △0 △38

平成19年９月30日 残高（百万円） 1,631 2,861 2,082 △365 6,210

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差
額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 77 7 84 6,334

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当     △239

中間純利益     201

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△2 0 △1 △1

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

△2 0 △1 △40

平成19年９月30日 残高（百万円） 74 8 83 6,294



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月24日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 1,631 2,861 1,838 △365 5,967

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △265   △265

剰余金の配当   △63   △63

役員賞与（注）   △50   △50

当期純利益   661   661

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 282 △0 282

平成19年３月31日 残高（百万円） 1,631 2,861 2,121 △365 6,249

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差
額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 162 3 165 6,133

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）     △265

剰余金の配当     △63

役員賞与（注）     △50

当期純利益     661

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△84 3 △80 △80

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△84 3 △80 201

平成19年３月31日 残高（百万円） 77 7 84 6,334



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  444 362 1,022 

減価償却費   126 126 264 

固定資産除却損   3 0 6 

貸倒引当金の減少額   △14 △0 △12 

賞与引当金の増加額
（△は減少額） 

  △23 △36 6 

役員賞与引当金の増
加額（△は減少額） 

  22 △31 50 

受取利息及び受取配
当金 

  △8 △15 △34 

支払利息   3 1 7 

売上債権の減少額
（△は増加額） 

  139 218 △25 

たな卸資産の減少額 
（△は増加額） 

  △40 23 △10 

仕入債務の減少額   △7 △6 △12 

前受金の増加額   60 87 83 

役員賞与の支払額   △50 － △50 

その他   △128 △173 37 

小計   528 554 1,334 

利息及び配当金の受
取額 

  7 16 31 

利息の支払額   △3 △1 △6 

法人税等の支払額   △307 △330 △614 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  224 239 744 

    

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

定期預金等の預入に
よる支出 

  △940 △495 △1,715 

定期預金等の払戻に
よる収入 

  840 1,060 1,440 

有形固定資産の取得
による支出 

  △18 △17 △47 

無形固定資産の取得
による支出 

  △31 △43 △95 

投資有価証券の取得
による支出 

  △32 △107 △180 

投資有価証券の売却
による収入 

  100 5 586 

その他   7 △1 △2 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △75 401 △14 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入金の純減少
額 

  △16 △98 △501 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △29 － △50 

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △0 

配当金の支払額   △264 △240 △326 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △310 △338 △879 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △1 0 3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△は減少額） 

  △162 303 △146 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,103 957 1,103 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  940 1,260 957 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  １社 

連結子会社名 

福申信息系統（上海）有限公

司 

連結子会社の数  １社 

連結子会社名 

福申信息系統（上海）有限公

司 

連結子会社の数  １社 

連結子会社名 

福申信息系統（上海）有限公

司  

２．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社である福申信息系統

（上海）有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同社の中間決算日現在の

中間財務諸表を使用しておりま

す。ただし、中間連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左  連結子会社である福申信息系統

（上海）有限公司の決算日は、12

月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同社の決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、連

結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

３．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限責

任組合及びこれに類する

組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限責

任組合及びこれに類する

組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされる

もの）については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で

取り込む方法によってお

ります。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限責

任組合及びこれに類する

組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。 

  ② デリバティブ 

時価法 

②    ───── 

  

②    ───── 

  

  ③ たな卸資産 

商品： 

総平均法による原価法 

③ たな卸資産 

商品： 

同左 

③ たな卸資産 

商品： 

同左 

  製品： 

主として総平均法による

原価法 

製品： 

同左 

製品： 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  仕掛品： 

個別法による原価法 

仕掛品： 

同左 

仕掛品： 

同左 

  貯蔵品： 

総平均法による原価法 

貯蔵品： 

同左 

貯蔵品： 

同左 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

連結子会社は定額法 

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。 

建物及び構築物 ８年～50

年 

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

    

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更して

おります。これにより、営業

利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益に与える影響

は軽微であります。 

  

  

  

  

  ② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェ

ア 

販売見込み本数に基づく

減価償却（見込有効年数

最長 ３年） 

② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

  自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額

法 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

  その他の無形固定資産 

定額法（主な耐用年数15

年） 

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

  (ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額を

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支給

見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支給

見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、支給見込額を計上してお

ります。 

  （会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ22百万円減少して

おります。 

  

  

  

 （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ50百万円減少して

おります。 

  (ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産、負債、収

益及び費用は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

  (ホ）重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(ホ）重要なリース取引の処理方法

同左 

(ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例

処理の要件を満たしている場

合には特例処理を採用してお

ります。 

(ヘ）   ───── 

  

  

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例

処理の要件を満たしている場

合には特例処理を採用してお

ります。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

  ヘッジ対象 

借入金利息 

  

  

ヘッジ対象 

借入金利息 

  ③ ヘッジ方針 

 当社は、借入金の金利変動

リスクを回避する目的で金利

スワップを行っております。 

  

  

③ ヘッジ方針 

 当社は、借入金の金利変動

リスクを回避する目的で金利

スワップを行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしており、有効性

の評価は省略しております。 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしており、有効性

の評価は省略しております。 

  (ト）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

(ト）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

(ト）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺の上、流動

負債の「その他」に含めて表

示しております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

  ② 法人税、住民税及び事業税

並びに法人税等調整額の会計

処理 

② 法人税、住民税及び事業税

並びに法人税等調整額の会計

処理 

───── 

   中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当期において予定してい

るプログラム準備金の取崩し

を前提として、当中間連結会

計期間に係る金額を計算して

おります。 

同左    

４．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,144百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ───── 

  

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,334百万円であります。 

  なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書関係） 

 「受取配当金」は、前中間連結会計期間まで営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外

収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「受取配当金」の

金額は2百万円であります。 

（中間連結損益計算書関係） 

 「賃貸損失」は、前中間連結会計期間まで営業外費用

の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「賃貸損失」の金

額は2百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,509百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,599百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,553百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 677百万円

賞与引当金繰入額 124 

研究開発費 358 

給与手当 687百万円

賞与引当金繰入額 112 

研究開発費 348 

給与手当 1,381百万円

賞与引当金繰入額 144 

研究開発費 753 

※2 固定資産除却損の内訳は次のとおりで 

   あります。 

※2 固定資産除却損の内訳は次のとおりで 

   あります。 

※2 固定資産除却損の内訳は次のとおりで 

   あります。 

    その他          3百万円     その他          0百万円     その他          6百万円

           



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加150株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 13,295,000 － － 13,295,000 

合計 13,295,000 － － 13,295,000 

自己株式         

普通株式（注） 663,750 150 － 663,900 

合計 663,750 150 － 663,900 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 265 21.00 平成18年３月31日 平成18年６月24日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 63 利益剰余金 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月18日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 13,295,000 － － 13,295,000 

合計 13,295,000 － － 13,295,000 

自己株式         

普通株式（注） 663,981 100 － 664,081 

合計 663,981 100 － 664,081 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 239 19.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月9日 

取締役会 
普通株式 63 利益剰余金 5.00 平成19年９月30日 平成19年12月17日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加231株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 13,295,000 － － 13,295,000 

合計 13,295,000 － － 13,295,000 

自己株式         

普通株式（注） 663,750 231 － 663,981 

合計 663,750 231 － 663,981 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 265 21.00 平成18年３月31日 平成18年６月24日

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 63 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月18日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 239 利益剰余金 19.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,835百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
△895 

現金及び現金同等物 940 

現金及び預金勘定 1,755百万円

流動資産（その他）  10 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
△505 

現金及び現金同等物 1,260 

現金及び預金勘定 2,017百万円

流動資産（その他）  10 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
△1,070 

現金及び現金同等物 957 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべき事項はありません。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべき事項はありません。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべき事項はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 5百万円

１年超 6 

計 12 

１年内 2百万円

１年超 4 

計 6 

１年内 3百万円

１年超 5 

計 9 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 356 547 191 

(2）その他 169 168 △0 

合計 525 716 190 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

債券 225 

非上場株式 96 

投資事業組合出資金 328 

       合   計 650 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 343 458 115 

(2）その他 293 290 △2 

合計 636 748 112 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

債券 25 

非上場株式 96 

投資事業組合出資金 232 

MMF 10 

       合    計 364 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 346 457 111 

(2）その他 188 189 1 

合計 534 646 112 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

債券 25 

非上場株式 96 

投資事業組合出資金 232 

MMF 10 

       合   計 364 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 スワップ取引 150 △0 △0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 ＣＡＤソフトウェア関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の

金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 平成19年９月10日開催の取締役会において、株式会社マイゾックスの測量専用ＣＡＤに関する事業を譲受けるこ

とを決議し、同日付で事業譲受契約を締結いたしました。当該契約に基づき、平成19年10月１日に事業を譲受けま

した。 

（1）事業譲受を行った主な理由 

 当社は、建築・測量・土木専用ＣＡＤソフトウェアの開発販売を行っており、測量専用ＣＡＤソフトウェアの業

界において市場占有率第１位となっております。 

 一方、株式会社マイゾックスは、測量・土木機器の製造及び販売をメインに、測量専用ＣＡＤソフトウェアの開

発販売も行っており、この部門での市場占有率は第４位であります。 

 両社は、今後この業界に対して、従来以上の満足を戴ける商品開発とサービス提供をしつづけるための協議を行

いました。その結果、測量専用ＣＡＤソフトウェア業界は近年来の公共工事費削減の影響による測量業界低迷を受

け厳しい経営環境が続いており、両社が今後も競合していく環境ではないことを認識し、株式会社マイゾックス

が、当社に測量ＣＡＤ事業部門の事業譲渡を行うことを決定いたしました。 

 当社では、今回の測量ＣＡＤ事業部門の譲受けについて慎重に検討した結果、シェア拡大とともに合理化と効率

化を追及し、売上高及び業績の拡大につなげることで、更なる企業基盤の強化が図られると判断し、事業の一部譲

受けを決定したものであります。 

（2）譲受ける相手企業の名称 

  株式会社マイゾックス 

（3）譲受ける事業の内容 

  株式会社マイゾックスが有する測量専用ＣＡＤ事業 

（4）事業譲受日 

  平成19年10月１日 

（5）譲受価格及び決済方法 

  ①譲受価格 230百万円 

  ②決済方法 

   平成19年10月１日に115百万円、平成20年３月31日に115百万円を現金決済  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 486.43円

１株当たり中間純利益

金額 
28.09円

１株当たり純資産額 498.32円

１株当たり中間純利益

金額 
15.93円

１株当たり純資産額 501.53円

１株当たり当期純利益

金額 
52.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 354 201 661 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
354 201 661 

期中平均株式数（千株） 12,631 12,630 12,631 



（6）発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

  ①のれんの金額 110百万円 

  ②発生原因 

     譲受けた測量専用ＣＡＤソフトウェア市場に期待される将来の収益力により発生したものであります。 

  ③償却の方法 定額法 

  ④償却期間 ５年 

（7）譲受けた資産の額 

  ソフトウェア 120百万円 

  

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,796   1,739 1,976   

２ 受取手形   212   215 201   

３ 売掛金   859   793 1,029   

４ たな卸資産   132   79 102   

５ 繰延税金資産   50   48 112   

６ その他   79   130 125   

貸倒引当金   △6   △5 △7   

流動資産合計     3,124 35.0 3,000 35.7   3,539 39.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   2,145   2,019 2,082   

(2）土地   993   1,003 1,003   

(3）その他   190   171 181   

有形固定資産合計   3,329   3,194 3,267   

２ 無形固定資産   151   151 150   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,366   1,103 1,001   

(2）差入保証金   350   344 344   

(3）保険積立金   85   88 87   

(4）その他   514   515 486   

貸倒引当金   △2   △4 △3   

投資その他の資産
合計 

  2,313   2,046 1,915   

固定資産合計     5,794 65.0 5,393 64.3   5,334 60.1

資産合計     8,919 100.0 8,393 100.0   8,873 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   3   － －   

２ 買掛金   38   30 37   

３ 短期借入金   603   － 98   

４ 未払金   213   203 288   

５ 未払法人税等   220   154 338   

６ 前受金   884   994 907   

７ 賞与引当金   170   164 200   

８ 役員賞与引当金   22   18 50   

９ その他   304   288 383   

流動負債合計     2,462 27.6 1,853 22.1   2,303 26.0

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債   62   － －   

２ 未払役員退職慰労
金 

  145   145 145   

固定負債合計     207 2.3 145 1.7   145 1.6

負債合計     2,670 29.9 1,998 23.8   2,448 27.6

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     1,631 18.3 1,631 19.4   1,631 18.4

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   2,861   2,861 2,861   

資本剰余金合計     2,861 32.1 2,861 34.1   2,861 32.2

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金   61   61 61   

(2）その他利益剰余
金 

          

別途積立金   1,050   1,500 1,050   

プログラム準備
金 

  360   236 236   

繰越利益剰余金   513   393 871   

利益剰余金合計     1,986 22.3 2,191 26.1   2,219 25.0

４ 自己株式     △365 △4.1 △365 △4.3   △365 △4.1

株主資本合計     6,114 68.6 6,320 75.3   6,347 71.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    134 1.5 74 0.9   77 0.9

評価・換算差額等合
計 

    134 1.5 74 0.9   77 0.9

純資産合計     6,249 70.1 6,395 76.2   6,425 72.4

負債純資産合計     8,919 100.0 8,393 100.0   8,873 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,564 100.0 3,645 100.0   7,334 100.0 

Ⅱ 売上原価     606 17.0 706 19.4   1,332 18.2

売上総利益     2,957 83.0 2,939 80.6   6,002 81.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    2,445 68.6 2,579 70.7   4,953 67.5

営業利益     512 14.4 360 9.9   1,048 14.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   19 0.5 35 0.9   68 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   45 1.3 7 0.2   34 0.4

経常利益     486 13.6 387 10.6   1,082 14.8

Ⅵ 特別利益     － － － －   38 0.5

Ⅶ 特別損失     8 0.2 14 0.4   106 1.5

税引前中間（当
期）純利益 

    477 13.4 373 10.2   1,014 13.8

法人税、住民税及
び事業税 

  206   133 588   

法人税等調整額   △116 89 2.5 27 161 4.4 △259 329 4.5

中間（当期）純利
益 

    388 10.9 212 5.8   684 9.3

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月24日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
プログラ
ム準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高
（百万円） 

1,631 2,861 2,861 61 650 484 716 1,913 △365 6,041 

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立
（注） 

      400 △400 －   － 

プログラム準備金の取
崩（注） 

      △123 123 －   － 

剰余金の配当（注）       △265 △265   △265 

役員賞与（注）       △50 △50   △50 

中間純利益       388 388   388 

自己株式の取得         △0 △0 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

          

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － － － 400 △123 △202 73 △0 72 

平成18年９月30日 残高
（百万円） 

1,631 2,861 2,861 61 1,050 360 513 1,986 △365 6,114 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

平成18年３月31日 残高
（百万円） 

162 162 6,203 

中間会計期間中の変動額   

別途積立金の積立
（注） 

  － 

プログラム準備金の取
崩（注） 

  － 

剰余金の配当（注）   △265 

役員賞与（注）   △50 

中間純利益   388 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△27 △27 △27 

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△27 △27 45 

平成18年９月30日 残高
（百万円） 

134 134 6,249 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
プログラ
ム準備金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高
（百万円） 

1,631 2,861 2,861 61 1,050 236 871 2,219 △365 6,347

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立       450 △450 －   －

剰余金の配当       △239 △239   △239

中間純利益       212 212   212

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

          

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － － － 450 － △477 △27 △0 △27

平成19年９月30日 残高 
 (百万円） 

1,631 2,861 2,861 61 1,500 236 393 2,191 △365 6,320

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

平成19年３月31日 残高
（百万円） 

77 77 6,425

中間会計期間中の変動額   

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △239

中間純利益   212

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△2 △2 △2

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△2 △2 △30

平成19年９月30日 残高
（百万円） 

74 74 6,395



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月24日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
プログラ
ム準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高
（百万円） 

1,631 2,861 2,861 61 650 484 716 1,913 △365 6,041

事業年度中の変動額           

別途積立金の積立
（注） 

      400 △400 －   －

プログラム準備金の取
崩（注） 

      △123 123 －   －

プログラム準備金の取
崩 

      △123 123 －   －

剰余金の配当（注）       △265 △265   △265

剰余金の配当       △63 △63   △63

役員賞与（注）       △50 △50   △50

当期純利益       684 684   684

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

          

事業年度中の変動額合計
（百万円） 

－ － － － 400 △247 154 306 △0 306

平成19年３月31日 残高
（百万円） 

1,631 2,861 2,861 61 1,050 236 871 2,219 △365 6,347

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

平成18年３月31日 残高
（百万円） 

162 162 6,203

事業年度中の変動額   

別途積立金の積立
（注） 

  －

プログラム準備金の取
崩（注） 

  －

プログラム準備金の取
崩 

  －

剰余金の配当（注）   △265

剰余金の配当   △63

役員賞与（注）   △50

当期純利益   684

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

△84 △84 △84

事業年度中の変動額合計
（百万円） 

△84 △84 221

平成19年３月31日 残高
（百万円） 

77 77 6,425



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によって

おります。 

時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。 

時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

  (2）デリバティブ 

時価法 

 ───── 

  

───── 

  

  (3）たな卸資産 

商品：総平均法による原価法 

製品：総平均法による原価法 

仕掛品：個別法による原価法 

貯蔵品：総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

  

 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物      ８年～50年 

構築物     10年～30年 

工具器具及び備品 

        ３年～10年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。こ

れにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

① 市場販売目的のソフトウェア 

販売見込み本数に基づく減価

償却（見込有効年数最長３

年） 

(2）無形固定資産 

① 市場販売目的のソフトウェア

同左 

(2）無形固定資産 

① 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

  ② 自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

② 自社利用のソフトウェア 

同左 

② 自社利用のソフトウェア 

同左 

  ③ その他の無形固定資産 

定額法（主な耐用年数15年） 

③ その他の無形固定資産 

同左 

③ その他の無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上しており

ます。 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、支給見込額を計上しており

ます。 

  （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ22百万円減少しております。 

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ50百万円減少しておりま

す。 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処理

の要件を満たしている場合には特

例処理を採用しております。 

 ───── (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合に

は特例処理を採用しておりま

す。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

金利スワップ 

   (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

     金利スワップ  

  ② ヘッジ対象 

借入金利息 

   ② ヘッジ対象 

    借入金利息 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ

を行っております。 

   (3）ヘッジ方針 

 当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワ

ップを行っております。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件

を満たしており、有効性の評価は

省略しております。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしており、有効性の評

価は省略しております。 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺の上、流動負債の

「未払金」に含めて表示しており

ます。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しております。 

  

  

(2）法人税、住民税及び事業税並び

に法人税等調整額の会計処理 

 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定しているプログラム準備金

の取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算しており

ます。 

(2）法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額の会計処理 

同左 

───── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間  
（自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,249百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ───── 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,425百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,506百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,594百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,549百万円 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1百万円

保険金収入 4 

受取配当金 6 

受取利息 3百万円

保険金収入 2 

受取配当金 12 

受取利息 3百万円

保険金収入 8 

受取配当金 12 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 3百万円

投資事業組合損失 22 

投資有価証券売却損 14 

支払利息 1百万円

    

    

支払利息 7百万円

投資有価証券売却損 13 

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 83百万円

無形固定資産 39 

有形固定資産 76百万円

無形固定資産 40 

有形固定資産 169百万円

無形固定資産 73 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加150株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加231株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 663,750 150 － 663,900 

合計 663,750 150 － 663,900 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 663,981 100 － 664,081 

合計 663,981 100 － 664,081 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注） 663,750 231 － 663,981 

合計 663,750 231 － 663,981 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべき事項はありません。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべき事項はありません。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべき事項はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 5百万円

１年超 6 

計 12 

１年内 2百万円

１年超 4 

計 6 

１年内 3百万円

１年超 5 

計 9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 平成19年９月10日開催の取締役会において、株式会社マイゾックスの測量専用ＣＡＤに関する事業を譲受けるこ

とを決議し、同日付で事業譲受契約を締結いたしました。当該契約に基づき、平成19年10月１日に事業を譲受けま

した。 

（1）事業譲受を行った主な理由 

 当社は、建築・測量・土木専用ＣＡＤソフトウェアの開発販売を行っており、測量専用ＣＡＤソフトウェアの業

界において市場占有率第１位となっております。 

 一方、株式会社マイゾックスは、測量・土木機器の製造及び販売をメインに、測量専用ＣＡＤソフトウェアの開

発販売も行っており、この部門での市場占有率は第４位であります。 

 両社は、今後この業界に対して、従来以上の満足を戴ける商品開発とサービス提供をしつづけるための協議を行

いました。その結果、測量専用ＣＡＤソフトウェア業界は近年来の公共工事費削減の影響による測量業界低迷を受

け厳しい経営環境が続いており、両社が今後も競合していく環境ではないことを認識し、株式会社マイゾックス

が、当社に測量ＣＡＤ事業部門の事業譲渡を行うことを決定いたしました。 

 当社では、今回の測量ＣＡＤ事業部門の譲受けについて慎重に検討した結果、シェア拡大とともに合理化と効率

化を追及し、売上高及び業績の拡大につなげることで、更なる企業基盤の強化が図られると判断し、事業の一部譲

受けを決定したものであります。 

（2）譲受ける相手企業の名称 

  株式会社マイゾックス 

（3）譲受ける事業の内容 

  株式会社マイゾックスが有する測量専用ＣＡＤ事業 

（4）事業譲受日 

  平成19年10月１日 

（5）譲受価格及び決済方法 

  ①譲受価格 230百万円 

  ②決済方法 

   平成19年10月１日に115百万円、平成20年３月31日に115百万円を現金決済  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 494.74円

１株当たり中間純利益

金額 
30.74円

１株当たり純資産額 506.30円

１株当たり中間純利益

金額 
16.81円

１株当たり純資産額 508.71円

１株当たり当期純利益

金額 
54.23円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 388 212 684 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
388 212 684 

期中平均株式数（千株） 12,631 12,630 12,631 



（6）発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

  ①のれんの金額 110百万円 

  ②発生原因 

     譲受けた測量専用ＣＡＤソフトウェア市場に期待される将来の収益力により発生したものであります。 

  ③償却の方法 定額法 

  ④償却期間 ５年 

（7）譲受けた資産の額 

  ソフトウェア 120百万円 

  

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

平成19年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 63百万円 

(ロ）１株当たりの金額………………………………… 5円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月17日 

 （注） 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第28期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日北陸財務局長に提出 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年９月20日北陸財務局長に提出 

  事業年度（第28期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

  

  

  

  

  

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年12月14日

福井コンピュータ株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上楽 光之 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市川 育義 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

福井コンピュータ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、福井コンピュータ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成19年12月14日

福井コンピュータ株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上楽 光之 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市川 育義 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる福井コンピュータ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、福井コンピュータ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年12月14日

福井コンピュータ株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上楽 光之 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市川 育義 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

福井コンピュータ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、福井コンピュータ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成19年12月14日

福井コンピュータ株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上楽 光之 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市川 育義 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる福井コンピュータ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、福井コンピュータ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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